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1.  22年4月期の連結業績（平成21年5月1日～平成22年4月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年4月期 221,650 △6.7 6,335 △34.2 7,008 △31.0 3,859 △21.5

21年4月期 237,674 27.9 9,621 41.1 10,153 24.8 4,914 44.1

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年4月期 286.49 ― 10.9 7.3 2.9
21年4月期 364.84 ― 15.0 10.7 4.0

（参考） 持分法投資損益 22年4月期  ―百万円 21年4月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年4月期 91,410 36,718 40.2 2,725.38
21年4月期 99,324 34,343 34.6 2,549.05

（参考） 自己資本   22年4月期  36,712百万円 21年4月期  34,337百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

22年4月期 △3,573 1,524 △1,557 25,453
21年4月期 14,385 △6,638 △1,480 29,059

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年4月期 ― 40.00 ― 75.00 115.00 1,549 31.5 4.7
22年4月期 ― 40.00 ― 75.00 115.00 1,549 40.1 4.4

23年4月期 
（予想）

― 0.00 ― 60.00 60.00 29.4

3.  23年4月期の連結業績予想（平成22年5月1日～平成23年4月30日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

94,780 △10.2 △1,009 ― △678 ― △607 ― △45.10

通期 213,882 △3.5 4,435 △30.0 5,171 △26.2 2,744 △28.9 203.75
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4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

（注）詳細は、６頁からの「企業集団の状況」及び17頁「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧下さい。 

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注）詳細は、17頁からの「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」、及び22頁「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更」をご覧下さい。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年4月期 13,472,000株 21年4月期 13,472,000株

② 期末自己株式数 22年4月期  1,494株 21年4月期  1,494株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年4月期の個別業績（平成21年5月1日～平成22年4月30日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年4月期 137,493 △12.8 4,533 △45.6 5,203 △40.5 2,116 △52.7

21年4月期 157,599 20.2 8,330 31.4 8,747 20.5 4,476 23.5

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年4月期 157.13 ―

21年4月期 332.29 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年4月期 80,554 31,405 39.0 2,331.40
21年4月期 86,767 30,776 35.5 2,284.75

（参考） 自己資本 22年4月期  31,405百万円 21年4月期  30,776百万円

2.  23年4月期の個別業績予想（平成22年5月1日～平成23年4月30日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、現時点で入手可能なデータに基づき当社が判断したものであります。実際の業績は、さま
ざまな重要な要素により、これらの業績予想とは異なる結果となり得ることをご承知おき下さい。 
なお、上記予想につきましては、３頁「１．経営成績（１）経営成績に関する分析」をご参照下さい。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

51,345 △19.6 △1,899 ― △1,624 ― △1,219 ― △90.50

通期 124,381 △9.5 2,114 △53.4 2,769 △46.8 949 △55.1 70.51
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１．経営成績 

 

（１）経営成績に関する分析 

当連結会計年度におけるわが国経済は、前連結会計年度に顕在化した米国のサブプライムローン問題は落ち着きをみせてきたもの

の、これに端を発した金融市場の混乱は当連結会計年度においても影響を及ぼし、企業収益や雇用情勢は安定せず、個人消費の低迷

もあり、国内景気は依然として厳しい経済環境となりました。 

建設業界におきましても、前連結会計年度後半から金融機関の賃貸建物に対する融資姿勢が慎重さを増してきており、当連結会計

年度におきましても、厳しい状況下で推移致しました。この影響を受けた結果、当連結会計年度における新設住宅着工戸数は、全体

で775千戸（前期比23.0％減）、貸家着工戸数では309千戸（前期比28.3％減）となり、賃貸住宅建設業界においても苦戦を強いられる

こととなりました。 

このような状況のなか、当社グループの連結業績は、売上高は、2,216億５千万円（前期比6.7％減）となり前期を下回りました。

利益面におきましても、コストダウンの推進、販売費及び一般管理費の抑制に努めてまいりましたが、営業利益63億３千５百万円（前

期比34.2％減）、経常利益70億８百万円（前期比31.0％減）となりました。当期純利益につきましては、特別損失として当社における

減損損失、及び「ビルド＆スクラップ戦略」に基づき事業所統廃合、閉鎖を実施したことによる事業所閉鎖費用等を当社及びナスラ

ック㈱で計上した結果、38億５千９百万円（前期比21.5％減）となりました。 

なお、事業の種類別セグメント情報は以下のとおりであり、各セグメントの営業利益は、配賦不能営業費用の配分前の数値であり

ます。 
 
 

（建設事業） 
建設事業における売上高は、当連結会計年度より「工事契約に関する会計基準」を適用しており、完成工事高には81億５千５百万

円の工事進行基準の新規適用分が加味されております。しかしながら、前連結会計年度後半以降、受注高が前年を下回っており完成

工事高も減少しております。利益面においては、コストダウン効果、及び鋼材、建築資材の価格が低下傾向にあったことで建設事業

の利益率には改善傾向が見られました。 

住宅設備及び建材販売子会社におきましても、新製品の導入、商品販売力の強化をする一方で、経営の効率化及び管理体制の強化

に努めてまいりました。 

その結果、連結業績における建設事業の売上高は1,315億３千万円（前期比15.0％減）、営業利益は121億１千７百万円（前期比11.9％

減）となりました。 
 
 

（不動産賃貸事業） 

サブリース経営代行システム（一括借り上げ制度）による入居者様からの家賃収入の増加、及び管理物件数の増加により、売上高

は前期を上回りました。一方で、景気低迷の影響を受け、サブリース経営代行システムの支払家賃が増加傾向にありましたが、年度

後半より入居仲介促進のための各種施策に積極的に取り組み、当年度末の入居仲介繁忙期に備えて足場固めに注力してまいりました。

それらの効果により賃貸建物の当連結会計年度末の入居率は95.5％となり前年同月と比較して0.1％減少してはおりますが、大幅に改

善することができました。 

その結果、連結業績における不動産賃貸事業の売上高は873億２千３百万円（前期比10.3％増）、営業利益は８億６千万円（前期比

48.1％減）となりました。 
 
 

（リゾート事業） 

「東建多度カントリークラブ・名古屋」及び「東建塩河カントリー倶楽部」は、シニアマーケットに対応した新しいスタイルのゴ

ルフ場として各種サービス内容の充実を図り、付加価値の高いゴルフ場を目指しております。しかしながら、景気低迷による消費活

動の低下に伴い、各ゴルフ場の入場者数は、「東建多度カントリークラブ・名古屋」は53,298名（前期比12.9％減）、「東建塩河カント

リー倶楽部」は60,908名（前期比13.4％減）となりました。また、両ゴルフ場ともに平成20年10月よりゴルフ会員権の販売を開始し

ております、当連結会計年度におきましても継続して販売しましたが、これらも伸び悩みました。 

その結果、連結業績におけるリゾート事業の売上高は18億円（前期比28.8％減）、営業損失は１千６百万円（前期は４億９千７百万

円の営業利益）となりました。 

 

 

（その他の事業） 

広告代理店㈱東通エィジェンシー及び旅行代理店㈱東通トラベルともに、当社グループの周辺ビジネスの強化に努めてまいりまし

た。 

その結果、連結業績におけるその他の事業の売上高は９億９千７百万円（前期比11.6％減）、営業損失は１千５百万円（前期は３千

６百万円の営業利益）となりました。 
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（次期の見通し） 

当社グループの連結業績予想につきましては、金融機関の施主様に対する建設資金の融資姿勢は依然として厳しい状況で推移する

と予測しており、当連結会計年度の受注及び受注残が減少していることが完成工事高に影響を及ぼし、建設事業における売上高が減

少することとなります。また、前連結会計年度より会計基準の変更に伴い工事進行基準が全面適用となりましたが、当連結会計年度

においては、これが一巡し売上高及び利益面に与える一時的な影響は加味されません。利益面におきましては、引き続きコストダウ

ンを推進してまいりますが、販売促進キャンペーンの実施、及び鋼材価格の値上がりが予想されるため、利益率及び利益額も減少す

る見通しであります。 

不動産賃貸事業におきましては、平成22年４月期の完工物件が管理物件数の増加分となることから各種手数料収入の増加となり、

不動産賃貸事業売上高は当連結会計年度を上回ることを見込んでおります。併せて、入居率が年間を通じて当連結会計年度を上回っ

て推移することが予測されることから、利益率及び利益額の改善及び増加を見込んでおります。 

経費面におきましては、事業所の新規出店は当連結会計年度の出店数を下回りますが、既存事業所の大型化、及び営業人員の増員

を予定することで積極的な営業活動を実践する一方で、「ビルド＆スクラップ戦略」に基づき事業所の統廃合、及び赤字事業所の閉鎖

等を実施等により販売費及び一般管理費の抑制に努め、経営の効率化を目指してまいります。 

これらにより、次期の連結業績につきましては、売上高2,138億８千２百万円（当期比3.5％減）、営業利益44億３千５百万円（当期

比30.0％減）、経常利益51億７千１百万円（当期比26.2％減）、当期純利益27億４千４百万円（当期比28.9％減）、当社単独の業績につ

きましては、売上高1,243億８千１百万円（当期比9.5％減）、営業利益21億１千４百万円（当期比53.4％減）、経常利益27億６千９百

万円（当期比46.8％減）、当期純利益９億４千９百万円（当期比55.1％減）をそれぞれ見込んでおります。 

 

 

（２）財政状態に関する分析 

①  資産、負債、純資産の状況 

当連結会計年度末の資産の部は、914億１千万円（前期比8.0％減）となり、79億１千３百万円の減少となりました。資産の部が減

少した主な要因は、完成工事高の減少に伴い現金及び預金、未成工事支出金等が減少したことにより、その結果、流動資産が448億９

千６百万円（前期比14.8％減）となり77億９千４百万円の減少となったことであります。 

一方、負債の部につきましては、546億９千２百万円（前期比15.8％減）となり、102億８千８百万円の減少となりました。負債の

部が減少した主な要因は、流動資産の減少要因と同様であり、これにより未払法人税等、未成工事受入金が減少したことにより、そ

の結果、流動負債が354億６千８百万円（前期比25.0％減）となり118億３千４百万円の減少となったことであります。 

純資産の部につきましては、367億１千８百万円（前期比6.9％増）となり、23億７千５百万円の増加となりました。この主な増加

要因は、利益剰余金が319億２千５百万円（前期比7.8％増）となり23億１千万円増加したことであります。 
 

②  キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度のキャッシュ・フローについては、「現金及び現金同等物の期首残高」290億５千９百万円から、営業活動により35

億７千３百万円の支出、投資活動により15億２千４百万円の収入、財務活動により15億５千７百万円の支出があったことから、「現金

及び現金同等物の期末残高」は、期首残高より36億６百万円減少して、254億５千３百万円となりました。 
 
      営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動によるキャッシュ・フローは、主に建設事業における完成工事高の減少により、「税金等調整前当期純利益」33億３千万円

の減少、「売上債権の増加額」33億３千４百万円、「仕入債務の減少額」48億４千６百万円が収入減少要因となりました。この結果、

35億７千３百万円の支出となりました。 
 
      投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動によるキャッシュ・フローは、当社における事業所設置及び事業所改装、当社及び子会社の管理部門における合理化のた

めの機器設備等の設備投資が前連結会計年度と比較して減少したことにより「有形固定資産の取得による支出」９億１百万円、及び

「無形固定資産の取得による支出」３億６千４百万円となりました。一方、「定期預金の預入による支出」が39億９千５百万円の減少

となったこと、及び「定期預金の払戻による収入」が29億８千８百万円とが支出の減少要因となり、この結果、15億２千４百万円の

収入となりました。 
 
      財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動によるキャッシュ・フローは、主に「配当金の支払額」の支出によるものとなり、15億５千７百万円の支出となりました。 

 

なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標としては、自己資本比率は34.3％（平成20年４月期）、34.6％（平成21年４月期）、

40.2％（平成22年４月期）、時価ベースの自己資本比率は51.6％（平成20年４月期）31.3％（平成21年４月期）、40.7％（平成22年４

月期）でそれぞれ推移しております。 

※１  上記指標の算式は次のとおりであります。 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

※２  いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

※３  株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 
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（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

利益配分につきましては、株主の皆様に対する安定的な配当及び優待制度の継続を第一に、経営基盤の強化を図るための内部留保

の充実を勘案の上、業績に応じて積極的な利益還元を行うことを基本方針といたしております。 

当期におきましては、１株当たり年間配当金を前期同様115円（うち中間配当金として40円はお支払済み）とさせて頂く予定であり

ます。 

なお、次期におきましては、引き続き厳しい経営環境が続くと予測していることから、１株当たり年間配当金は減配とさせて頂き

60円（中間配当金は実施致しません。）となる予定であります。 

 

（４）事業等のリスク 

当社グループの経営成績及び財政状態は、今後起こりうる様々な要因により影響を受ける可能性があります。以下に、当社グルー

プの事業展開上のリスクについて、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられる主な事項を記載しております。当

社グループでは、これらのリスク発生の可能性を認識したうえで、予防及び対処について万全を期す所存であります。なお、文中に

おける将来に関する事項は当連結会計年度末現在において当社が判断したもので、将来に渡るリスク全てを網羅したものではありま

せん。 

 

①  法的規制等のリスク 

当社グループは、建設業法、宅地建物取引業法、貸金業法等の許認可を受けて事業展開をしており、適正な業務の執行に万全を

期しております。これら業法の改正がなされた場合、或いは、その対応如何によっては行政指導を受けることもあり、当社グルー

プの経営成績、財政状態、事業計画等に影響を与える可能性があります。 

 

②  受注について 

当社は、顧客との建物建築請負契約の締結をもって受注計上しておりますが、受注から工事着工までに期間を要するため、金融

機関の融資姿勢、土地担保評価や金利動向等の情勢の変化により、受注取消が発生し、業績に影響を及ぼす場合があります。 

 

③  売上高及び利益の季節変動に関するリスク 

当社グループは、事業の性質上、売上高の季節的変動があり、上半期に比較して下半期の売上の割合が高くなる傾向にあります。

これに伴い利益も同様の傾向となります。 

 

④  子会社に関するリスク 

当社グループは、積極的な事業展開を目的として以下の子会社等を買収しております。平成22年４月期のナスラック㈱及びゴル

フ場部門は営業利益ベースで黒字化しております。しかしながら、今後の業績等の状況によっては、投下資本の回収が困難となる

か、もしくは追加出資や融資を実施することに伴い、当社グループの経営成績、財政状態、事業計画等に影響を与える可能性があ

ります。 

過去に買収した子会社等は以下のとおりであります。 

・東建多度カントリークラブ・名古屋（当社により平成15年３月に買収し、東建多度カントリー㈱に賃貸し、運営を委託） 

・東建塩河カントリー倶楽部（当社により平成16年11月に東建リゾート・ジャパン㈱を設立し、同社が買収） 

・ナスラック㈱（東建リーバ㈱が平成17年５月に買収。東建リーバ㈱は平成20年11月１日付でナスラック㈱に吸収合併されて

おります。） 

 

⑤  個人情報等の漏洩等のリスク 

当社グループは、事業活動において土地所有者様、施主様、入居者様等、多数の顧客の個人情報をお預かりしております。これ

ら情報の取り扱いについては、当社グループ社員等に個人情報保護委員会を通じて必要な教育、研修を施し、情報管理の徹底に努

めておりますが、万一、情報の漏洩が発生した場合には、当社グループの社会的信用等に影響を与えることとなり、業績等に影響

を及ぼす可能性があります。 

 

 

東建コーポレーション㈱（1766） 平成22年４月期 決算短信

5



 

 

２．企業集団の状況 

  当社グループは、当社及び子会社の計13社で構成されており、当社グループの事業目的は、賃貸建物建設請負事業（以下リース建設事

業という）を起点として、お客様（土地所有者様・入居者様）、地域社会、当社を取り巻く取引先の発展及び繁栄に貢献することを目的と

し、リース建設事業を通じて、住環境の充実と向上を目指すため、当社グループ各社が分担して次の事業を行っております。 

  当社グループの事業に係わる位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。 

  なお、事業の種類別セグメントと同一の区分であります。 

 

（１）建設事業 

建設請負……………………… 当社が「土地の有効活用」を目的としたアパート、賃貸マンション、ワンイヤーマンション、シ

ニアマンション、貸店舗等の企画提案をし、建築請負契約を締結し、設計、施工を行っておりま

す。 

 

建設資材の    ……………… 

製造加工販売業 

 

ナスラック㈱は、当社が建設に要する資材や住設機器を、流通経路の見直しによる中間マージン

の削減を図りながら、委託製造を中心として国内外から調達し、当社に供給しております。 

同社の工場部門としましては、鉄骨加工に関しては、シスコ工場（千葉県）及びＮＫ深谷工場（埼

玉県）は東日本地区を、シェルル神戸工場（兵庫県）は西日本地区を中心に、それぞれ当社グル

ープへの内部供給と併せて、外部への販売も行っております。 

住設家具や木製品の建材加工に関しても、出雲ダンタニ工場（島根県）、ＮＫ深谷工場及びシェ

ルル神戸工場にて製造し、当社グループへの内部供給と併せて、外部への販売も行っております。

また、キッチン等ステンレス製品をＮＡＳ鎌倉工場（神奈川県）にて製造し、当社グループへの

内部供給と併せて、外部への販売も行っております。 

 

貸金業及び      …………… 

生・損保代理店業 

 

東建リースファンド㈱は、当社が建築請負契約を締結した施主様に対し、建設資金を一部融資す

ると共に、施主様及び入居者様を主な顧客として、生・損保商品を販売することを主要業務とし

ており、これらを通じてリース建設事業をサポートしております。 

 

（２）不動産賃貸事業 

不動産賃貸…………………… 東建ビル管理㈱は、オーナー様とマスターリース契約を、入居者様とサブリース契約をそれぞれ

締結する不動産賃貸事業を行っております。また、「千種タワーヒルズ」の賃貸事業も行ってお

ります。 
 

賃貸仲介……………………… インターネットや携帯電話などの５つのメディアから広範囲に入居者を募集する「５メディア仲

介システム」を独自に開発し、当社が建設した賃貸建物に対し、入居者様の仲介斡旋を行ってお

ります。また、当社が建設した賃貸建物以外の一般の賃貸住宅の仲介も行っております。 

併せて、ホームメイト営業部において、全国の不動産会社との業務提携による「全国不動産会社

情報ネットワーク」を組織し、全国規模の不動産情報ネットワーク連合体を構築し、複数の企業

で仲介する体制をとっております。 

 

賃貸管理……………………… 

 
東建ビル管理㈱で受託契約した「賃貸管理業務」及び「経営代行業務」を当社に再委託する「サ

ブリース経営代行システム（一括借り上げ制度）」により、当社では、オーナー様に代わって家

賃回収、建物管理等を行っております。また、当社では、この事業システム以外の賃貸物件につ

きましても、オーナー様より賃貸建物管理業務を受託しております。 
東建ビル管理㈱は、「千種タワーヒルズ」、「リバパレス鶴舞」、「高辻トランクボックス」等の自

社物件の建物管理・運営を行っております。 

 

（３）リゾート事業  

ゴルフ場・ホテル運営……… 当社が所有する「東建多度カントリークラブ・名古屋」のゴルフ場施設及び「ホテル多度温泉」

を東建多度カントリー㈱に賃貸し、同社がそれらの運営を行っております。また、東建リゾート・

ジャパン㈱では、「東建塩河カントリー倶楽部」を所有し、運営しております。 

 

（４）その他の事業 

広告代理業…………………… ㈱東通エィジェンシーは、当社グループの広告宣伝を一手に担っており、テレビ・ラジオ・新聞・

雑誌及び出版物の企画・制作、ビデオ・ホームページのコンテンツ制作を行うことで、より効果

的なＰＲ戦略を実施し、リース建設事業等をサポートしております。 

 

旅行代理業…………………… 

 

㈱東通トラベルは、当社グループ及びグループを取り巻く取引先を含めて、当社に対する求心力

を高める観点から、各種イベントや会議における企画、提案等を行っております。 
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事業の系統図は、次のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         は連結子会社 

 

         は非連結子会社 

 

※１  上記以外には、不動産証券化事業を目的とした連結子会社３社（㈲東建大津通Ａ、㈲東建大津通Ｂ、㈲東通千種タワー）と非連

結子会社１社（ナスステンレス・リビング㈲）の計４社であります。 

※２  当連結会計年度中において、Token USA Corporation（非連結子会社）は清算結了により子会社ではなくなりました。 

 

 

 

ゴルフ場、 
ホテル施設の運営 

建設資金の 
一部融資 
生・損保 
商品の販売 

顧    客

各種 
企画提案 

旅行及び 
関連商品の 
提供 

ＰＲ計画に 
基づく企画・
制作依頼 

広告・宣伝 
の提供 

東建リース 

ファンド㈱ 

（建設） 

上海東販 

国際貿易㈲ 

（建設） 

東建リゾート・

ジャパン㈱ 

（リゾート） 

東建多度 

カントリー㈱ 

（リゾート） 

建材製品・ 
日用雑貨等 
の提供 

㈱東通 

エィジェンシー

（その他） 

 当    社 
                  （建設事業）                                           （兼業事業） 
 
アパート、賃貸マンション、ワンイヤーマンション、 
                                                         賃貸仲介・賃貸管理     ゴルフ場、ホテル施設賃貸 
シニアマンション、貸店舗等の建築請負 

㈱東通 

トラベル 

（その他） 

 建築資材、及び 
 ステンレス製品の提供 ゴルフ場、 

ホテル施設の賃貸 

ナスラック㈱ 

（建設） 

東建ビル管理㈱

（不動産賃貸事業）

不動産 
賃貸 

賃貸 
物件管理 
 

管理委託 

建築資材の販売、 
及びステンレス 
製品の提供 
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３．経営方針 

（１）会社の経営の基本方針 

  当社グループは「土地と建物と人との共生」を企業理念として掲げ、当社独自のシステムである、事業プランニングから入居者管

理、建物管理、経営代行まで、アパート・賃貸マンション・貸店舗などのリース建設事業（賃貸用建物経営）にかかわるすべての業

務を一括して請負う「ブリッジシステム」を核として、事業活動を展開する総合建築会社です。土地活用を通じて地域と協調する確

かな建築の創造と、お客様との共栄の実現に努めています。 

 

 

（２）目標とする経営指標 

  当社は、グループ全体としての企業価値を向上していくことを経営の目標としております。経営指標としては、今後も企業の付加

価値を如何に高めることができるかを重視し、自己資本当期純利益率の上昇を目指してまいります。 

 

 

（３）中長期的な会社の経営戦略 

  当社グループは、連結売上高3,000億円に向けた施策を実践してまいります。当社におきましては、受注増大及び入居仲介促進のた

めの各種施策を実施してまいります。併せて、「事業所のビルド＆スクラップ」により事業所経営の健全化を図り、売上及び利益のよ

り一層の強化を図ってまいります。また、「労働環境の改善」も重点施策として位置付けております。ナスラック㈱におきましては、

経営の健全化を目指して新規取引先の開拓と適正な利益が確保できる体制を構築してまいります。その他の子会社におきましては、

「グループ経営基盤の支援」を実施することで、商品・サービスの品質や業務品質、そして経営品質の向上を図ると共に、更なるシ

ナジー効果が最大限発揮されるようグループ会社間の連携強化を図ってまいります。 

 

 

（４）会社の対処すべき課題 

  平成23年４月期は、「市場の変化に対応した組織改革と経営基盤の強化」をスローガンに掲げております。当社におきましては、市

場の変化に対応すべく事業所の統廃合、赤字事業所の閉鎖、既存事業所の大型化を推進するとともに、事業規模に応じた社員配置の

適正化を図ります。併せて、組織体制、社内管理体制を整備することで営業受注活動の側面支援をしてまいります。また、以前より

進めている「データ経営」を推進し、経営の可視化と業績評価・分析を行う仕組みを構築しこれらを有用することで、業績向上及び

不良業務の抑制を目指してまいります。 

  ナスラック㈱におきましては、新商品の販売や利益率の高い製品の販売を強化することで、経営基盤の強化を図る一方で、赤字事

業所の是正・統廃合、各工場部門の稼働率の向上及び利益体質の強化を図ることで、経営の健全化を目指してまいります。 
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４．連結財務諸表等 
（１）連結貸借対照表 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成21年４月30日) 

当連結会計年度 
(平成22年４月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※3  34,646 ※3  28,063

受取手形・完成工事未収入金等 7,464 10,799

有価証券 1,534 －

未成工事支出金 3,467 669

その他のたな卸資産 ※1  2,067 ※1  1,309

繰延税金資産 2,000 2,003

その他 1,622 2,158

貸倒引当金 △112 △107

流動資産合計 52,690 44,896

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 ※5  20,451 ※5  20,295

減価償却累計額 △6,189 △6,825

建物及び構築物（純額） 14,262 13,469

機械、運搬具及び工具器具備品 ※5  11,764 ※5  11,855

減価償却累計額 △8,053 △8,553

機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 3,711 3,301

土地 ※5  15,020 ※5  14,500

その他 2,556 2,627

減価償却累計額 △0 △13

その他（純額） 2,556 2,613

有形固定資産計 35,550 33,885

無形固定資産 2,632 2,327

投資その他の資産   

長期貸付金 4,069 5,521

繰延税金資産 1,260 1,571

その他 ※2  3,457 ※2  3,432

貸倒引当金 △337 △223

投資その他の資産計 8,449 10,302

固定資産合計 46,633 46,514

資産合計 99,324 91,410
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成21年４月30日) 

当連結会計年度 
(平成22年４月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 26,982 22,135

未払法人税等 4,378 2,225

未成工事受入金 4,191 1,179

賞与引当金 2,196 1,927

役員賞与引当金 100 48

完成工事補償引当金 147 120

店舗閉鎖損失引当金 － 200

その他 9,307 7,631

流動負債合計 47,302 35,468

固定負債   

役員退職慰労引当金 533 549

退職給付引当金 1,222 1,402

長期預り保証金 14,792 15,291

その他 1,129 1,980

固定負債合計 17,678 19,224

負債合計 64,981 54,692

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,800 4,800

資本剰余金 16 16

利益剰余金 29,615 31,925

自己株式 △2 △2

株主資本合計 34,429 36,739

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △92 △27

評価・換算差額等合計 △92 △27

少数株主持分 6 6

純資産合計 34,343 36,718

負債純資産合計 99,324 91,410
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（２）連結損益計算書 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年５月１日 
 至 平成21年４月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年５月１日 

 至 平成22年４月30日) 

売上高   

完成工事高 154,822 131,530

兼業事業売上高 82,851 90,120

売上高合計 237,674 221,650

売上原価   

完成工事原価 ※1  102,182 ※1  83,870

兼業事業売上原価 78,479 87,241

売上原価合計 180,661 171,111

売上総利益   

完成工事総利益 52,640 47,659

兼業事業総利益 4,372 2,879

売上総利益合計 57,012 50,538

販売費及び一般管理費   

広告宣伝費 4,937 －

給料及び賞与 23,617 22,995

賞与引当金繰入額 1,517 1,308

役員賞与引当金繰入額 100 48

役員退職慰労引当金繰入額 17 21

貸倒引当金繰入額 47 －

減価償却費 1,397 1,414

その他 15,755 18,414

販売費及び一般管理費合計 47,390 44,203

営業利益 9,621 6,335

営業外収益   

受取利息 170 185

保険代理店収入 336 284

負ののれん償却額 131 －

その他 296 376

営業外収益合計 934 845

営業外費用   

リース解約損 － 30

クレーム損害金 333 56

事業所退去精算金 － 23

その他 69 62

営業外費用合計 403 172

経常利益 10,153 7,008

東建コーポレーション㈱（1766） 平成22年４月期 決算短信

11



(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年５月１日 
 至 平成21年４月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年５月１日 

 至 平成22年４月30日) 

特別利益   

前期損益修正益 ※2  64 ※2  214

賞与引当金戻入額 69 154

空室等保証引当金戻入額 48 －

その他 3 18

特別利益合計 185 387

特別損失   

前期損益修正損 ※3  484 －

固定資産除却損 ※4  196 ※4  364

減損損失 ※5  305 ※5  658

店舗閉鎖損失引当金繰入額 － 200

店舗閉鎖損失 － 175

その他 129 103

特別損失合計 1,115 1,502

税金等調整前当期純利益 9,223 5,893

法人税、住民税及び事業税 4,842 2,389

法人税等調整額 △533 △355

法人税等合計 4,308 2,034

当期純利益 4,914 3,859
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（３）連結株主資本等変動計算書 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年５月１日 
 至 平成21年４月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年５月１日 
 至 平成22年４月30日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 3,900 4,800

当期変動額   

準備金から資本金への振替 900 －

当期変動額合計 900 －

当期末残高 4,800 4,800

資本剰余金   

前期末残高 916 16

当期変動額   

準備金から資本金への振替 △900 －

当期変動額合計 △900 －

当期末残高 16 16

利益剰余金   

前期末残高 26,182 29,615

当期変動額   

剰余金の配当 △1,481 △1,549

当期純利益 4,914 3,859

当期変動額合計 3,432 2,310

当期末残高 29,615 31,925

自己株式   

前期末残高 △2 △2

当期変動額   

自己株式の取得 △0 －

当期変動額合計 △0 －

当期末残高 △2 △2

株主資本合計   

前期末残高 30,996 34,429

当期変動額   

剰余金の配当 △1,481 △1,549

当期純利益 4,914 3,859

準備金から資本金への振替 － －

自己株式の取得 △0 －

当期変動額合計 3,432 2,310

当期末残高 34,429 36,739
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年５月１日 
 至 平成21年４月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年５月１日 
 至 平成22年４月30日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 91 △92

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △183 65

当期変動額合計 △183 65

当期末残高 △92 △27

評価・換算差額等合計   

前期末残高 91 △92

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △183 65

当期変動額合計 △183 65

当期末残高 △92 △27

少数株主持分   

前期末残高 6 6

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － －

当期変動額合計 － －

当期末残高 6 6

純資産合計   

前期末残高 31,093 34,343

当期変動額   

剰余金の配当 △1,481 △1,549

当期純利益 4,914 3,859

自己株式の取得 △0 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △183 65

当期変動額合計 3,249 2,375

当期末残高 34,343 36,718
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年５月１日 
 至 平成21年４月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年５月１日 
 至 平成22年４月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 9,223 5,893

減価償却費 2,486 2,350

臨時償却費 73 －

減損損失 305 658

負ののれん償却額 △131 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） － △118

賞与引当金の増減額（△は減少） 407 △268

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） － 200

空室等保証引当金の増減額(△は減少) △49 －

返済金保証引当金の増減額(△は減少) △1 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 154 179

受取利息及び受取配当金 △175 △189

固定資産除却損 196 364

売上債権の増減額（△は増加） 410 △3,334

未成工事支出金の増減額（△は増加） 292 2,798

その他のたな卸資産の増減額（△は増加） 489 757

仕入債務の増減額（△は減少） 720 △4,846

未成工事受入金の増減額（△は減少） △2 △3,011

未払金の増減額（△は減少） 308 △369

未払消費税等の増減額（△は減少） 806 △897

長期預り保証金の増減額（△は減少） 941 498

その他 1,044 60

小計 17,499 725

利息及び配当金の受取額 164 197

法人税等の支払額 △3,278 △4,496

営業活動によるキャッシュ・フロー 14,385 △3,573

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △4,006 －

定期預金の払戻による収入 50 2,988

貸付けによる支出 △1,795 △2,594

貸付金の回収による収入 1,023 1,011

有形固定資産の取得による支出 △1,439 △901

無形固定資産の取得による支出 △789 △364

投資有価証券の償還による収入 500 1,573

差入保証金の差入による支出 △222 △412

差入保証金の回収による収入 166 253

その他 △124 △29

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,638 1,524
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年５月１日 
 至 平成21年４月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年５月１日 
 至 平成22年４月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △1,479 △1,544

その他 △0 △13

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,480 △1,557

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 6,266 △3,606

現金及び現金同等物の期首残高 22,793 29,059

現金及び現金同等物の期末残高 ※  29,059 ※  25,453
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［ 継続企業の前提に関する注記 ］ 

 

      該当事項はありません。 

 

 

 

［ 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ］ 

 
前連結会計年度 

自  平成20年５月１日 
至  平成21年４月30日 

当連結会計年度 
自  平成21年５月１日 
至  平成22年４月30日 

１  連結の範囲に関する事項 連結子会社数    10社 

㈱東通エィジェンシー、㈱東通トラベル、東建

リースファンド㈱、東建多度カントリー㈱、東

建リゾート・ジャパン㈱、ナスラック㈱、㈲東

建大津通Ａ、㈲東建大津通Ｂ、東建ビル管理㈱、

㈲東通千種タワー 

なお、平成20年11月１日に、連結子会社である

ナスラック㈱が連結子会社である東建リーバ

㈱を吸収合併したため、前連結会計年度の連結

子会社数から１社減少しております。 

 

非連結子会社数   

上海東販国際貿易㈲ 

ナスステンレス・リビング㈲ 

Token USA Corporation 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社については総資産額、売上高、当

期純損益及び利益剰余金等のうち持分に見合

う額等の合計額は、いずれも連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないためであります。 

連結子会社数    10社 

㈱東通エィジェンシー、㈱東通トラベル、東建

リースファンド㈱、東建多度カントリー㈱、東

建リゾート・ジャパン㈱、ナスラック㈱、㈲東

建大津通Ａ、㈲東建大津通Ｂ、東建ビル管理㈱、

㈲東通千種タワー 

 

 

 

 

 

非連結子会社数   

上海東販国際貿易㈲ 

ナスステンレス・リビング㈲ 

（連結の範囲から除いた理由） 

同左 

２  持分法の適用に関する事項 持分法を適用しない非連結子会社   

上海東販国際貿易㈲ 

ナスステンレス・リビング㈲ 

Token USA Corporation 

持分法非適用会社は、連結当期純損益及び連結

利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がないため、持分法の適用

範囲から除外しております。 

持分法を適用しない非連結子会社   

上海東販国際貿易㈲ 

ナスステンレス・リビング㈲ 

持分法非適用会社は、連結当期純損益及び連結

利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がないため、持分法の適用

範囲から除外しております。 

３  連結子会社の事業年度等に

関する事項 

連結子会社の事業年度の末日は、いずれも連結決

算日と一致しております。 

同左 
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前連結会計年度 

自  平成20年５月１日 
至  平成21年４月30日 

当連結会計年度 
自  平成21年５月１日 
至  平成22年４月30日 

４  会計処理基準に関する事項   

(1) 重要な資産の評価基準及び

評価方法 

有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は主として移動平均法により算定。

但し、投資事業組合に係る有価証券につい

ては部分純資産直入法により処理してお

ります。） 
時価のないもの 

移動平均法による原価法 

たな卸資産 
未成工事支出金 
個別法による原価法（収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法） 
その他のたな卸資産 
提出会社は最終仕入原価法による原価法（収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法）、子

会社は主として総平均法による原価法（収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっ

ております。 

（会計方針の変更） 

当連結会計年度より、「棚卸資産の評価に関

する会計基準」（企業会計基準第９号  平成

18年７月５日公表分）を適用しております。 

これにより評価損213百万円を「完成工事原

価」に計上しており、営業利益、経常利益及

び税金等調整前当期純利益は、それぞれ同額

減少しております。 

なお、セグメント情報に与える影響は、当該

箇所に記載しております。 

有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 
 

 

 

 

 

時価のないもの 

同左 
たな卸資産 
未成工事支出金 
個別法による原価法（収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法） 
その他のたな卸資産 
提出会社は最終仕入原価法による原価法（収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法）、子

会社は主として総平均法による原価法（収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっ

ております。 
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前連結会計年度 

自  平成20年５月１日 
至  平成21年４月30日 

当連結会計年度 
自  平成21年５月１日 
至  平成22年４月30日 

(2) 重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法 

但し、平成10年４月１日以降取得の建物（附属

設備を除く）、提出会社のゴルフ場に係る資産

及び子会社４社については定額法 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び構築物    15～47年 

（会計方針の変更） 

平成20年11月１日を合併期日として、合併法人

ナスラック㈱と被合併法人東建リーバ㈱が合

併しておりますが、被合併法人東建リーバ㈱が

所有していた建物（附属設備を除く）以外の有

形固定資産について減価償却の方法を同日よ

り定率法から合併法人ナスラック㈱の減価償

却方法の定額法に変更しております。 

この変更の理由は、被合併法人東建リーバ㈱で

は、各工場の安定的な稼働率及び収益が見込ま

れることから、実態に即した安定稼動を前提と

して、平均的に減価償却を行う方法が、より合

理的な費用配分に基づく適正な期間損益計算

を行うことができるとの判断によるものであ

り、合併法人の償却方法に統一したものであり

ます。 

これにより当連結会計年度の減価償却費は103

百万円減少し、営業利益、経常利益及び税金等

調整前当期純利益は同額増加しております。 

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇

所に記載しております。 

（追加情報） 

減価償却資産の耐用年数等に関する平成20年

度法人税法の改正を契機として、資産の利用状

況を見直しした結果、機械及び装置の耐用年数

を一部変更しております。 

なお、この変更による影響額は軽微であり、セ

グメント情報に与える影響の記載は省略して

おります。 

有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法 

但し、平成10年４月１日以降取得の建物（附属

設備を除く）、提出会社のゴルフ場に係る資産

及び子会社４社については定額法 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物    15～47年 

 

 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

ソフトウェア    ５年 

無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 
 

 リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法を採用しております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引

のうち、リース取引開始日が平成20年４月30

日以前のリース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

リース資産 

同左 
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前連結会計年度 

自  平成20年５月１日 
至  平成21年４月30日 

当連結会計年度 
自  平成21年５月１日 
至  平成22年４月30日 

(3) 重要な引当金の計上基準 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

貸倒引当金 

同左 

 賞与引当金 

従業員賞与の支払いに充てるため、当連結会計

年度に負担すべき支給見込額を計上しており

ます。 

賞与引当金 

同左 

 役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に充てるた

め、当連結会計年度における支給見込額を計上

しております。 

役員賞与引当金 

同左 

 完成工事補償引当金 

完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、

売上高（瑕疵担保責任契約のあるもの）に対す

る見積補償額を計上しております。 

完成工事補償引当金 

同左 

 － 店舗閉鎖損失引当金 

連結子会社における営業所閉鎖に伴い発生す

る損失に備えるため、閉鎖を決定した営業所に

ついて今後発生すると見込まれる損失額を計

上しております。 

（追加情報） 

当連結会計年度より、連結子会社において、営

業所の閉鎖を決定したことに伴い、今後発生す

ると見込まれる損失額を店舗閉鎖損失引当金

として計上しております。 

これにより店舗閉鎖損失引当金繰入額200百万

円を特別損失に計上し、税金等調整前当期純利

益は同額減少しております。 

 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に

基づく連結会計年度末要支給額を計上してお

ります。 

役員退職慰労引当金 

同左 

 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき当連結会計年度末において発生

していると認められる額を計上しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）によ

る定額法によりそれぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理しております。 

退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき当連結会計年度末において発生

していると認められる額を計上しております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）によ

る定額法によりそれぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理しております。 

（会計方針の変更） 

当連結会計年度より、「「退職給付に係る会計

基準」の一部改正（その３）」（企業会計基準第

19号  平成20年７月31日）を適用しておりま

す。 

なお、これによる営業利益、経常利益及び税金

等調整前当期純利益に与える影響はありませ

ん。 
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前連結会計年度 

自  平成20年５月１日 
至  平成21年４月30日 

当連結会計年度 
自  平成21年５月１日 
至  平成22年４月30日 

(4) 重要な収益及び費用の計上

基準 

－ 完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

当連結会計年度末までの進捗部分について成

果の確実性が認められる工事 

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価

比例法） 

その他の工事 

工事完成基準 

（会計方針の変更） 

請負工事に係る収益の計上基準については、従

来、請負金額１億円以上且つ工事進捗率が10％

以上の工事については工事進行基準を、その他

の工事については工事完成基準を適用してお

りましたが、当連結会計年度より、「工事契約

に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平

成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18

号 平成19年12月27日）を適用し、当連結会計

年度に着手した工事契約から、当連結会計年度

末までの進捗部分について成果の確実性が認

められる工事については工事進行基準（工事の

進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工

事については工事完成基準を適用しておりま

す。 

これにより、売上高は8,155百万円増加し、売

上総利益、営業利益、経常利益及び税金等調整

前当期純利益は、それぞれ2,777百万円増加し

ております。 

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇

所に記載しております。 

(5) 重要な外貨建の資産又は負

債の本邦通貨への換算の基

準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

同左 

(6) その他連結財務諸表作成の

ための重要な事項 

収益及び費用の計上基準 

完成工事高の計上基準は、工事完成基準によっ

ておりますが、請負金額１億円以上且つ工事進

捗率10％以上の工事に限り、工事進行基準によ

っております。 

工事進行基準によるものは、次のとおりであり

ます。 

完成工事高       5,779百万円 

完成工事原価     4,048百万円 

－ 

 

 

 

 

 

 

 消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式

によっております。 

消費税等の会計処理 
同左 

５  連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価については、全

面時価評価法を採用しております。 
同左 

６  負ののれんの償却に関する

事項 

負ののれんは、３年間の定額法により償却してお

ります。 
－ 

７  連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現

金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヵ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 
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［ 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 ］ 

前連結会計年度 
自  平成20年５月１日 
至  平成21年４月30日 

当連結会計年度 
自  平成21年５月１日 
至  平成22年４月30日 

（リース取引に関する会計基準） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっておりましたが、当連結会

計年度より「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号

（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30

日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会会

計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、通常の売買取

引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理を適用しております。 

この変更による連結損益に与える影響額はありません。 

－ 

 
 
［ 表示方法の変更 ］ 

前連結会計年度 
自  平成20年５月１日 
至  平成21年４月30日 

当連結会計年度 
自  平成21年５月１日 
至  平成22年４月30日 

（連結貸借対照表） 

１  「有価証券」は資産の総額の100分の１を超えたため、区分掲

記することとしました。 

なお、前連結会計年度は流動資産の「その他」に500百万円含

めて表示しております。 

２  前連結会計年度において区分掲記していました「投資有価証

券」（当連結会計年度781百万円）は、資産の総額の100分の１

以下となったため、投資その他の資産の「その他」に含めて表

示しております。 

３  「繰延税金資産」は資産の総額の100分の１を超えたため、区

分掲記することとしました。 

なお、前連結会計年度は投資その他の資産の「その他」に881

百万円含めて表示しております。 

（連結貸借対照表） 

１  前連結会計年度において区分掲記していました「有価証券」

（当連結会計年度26百万円）は、資産の総額の100分の１以下

となったため、流動資産の「その他」に含めて表示しておりま

す。 

 

（連結損益計算書） 

１  前連結会計年度において「不動産賃貸事業等売上高」、「不動産

賃貸事業等売上原価」、「不動産賃貸事業等総利益」として表示

されていたものは、ＥＤＩＮＥＴへのＸＢＲＬ導入に伴い連結

財務諸表の比較可能性を向上するため、当連結会計年度より

「兼業事業売上高」、「兼業事業売上原価」、「兼業事業総利益」

として表示しております。 

２  前連結会計年度において区分掲記していました「リース解約

損」（当連結会計年度21百万円）は、営業外費用の総額の100

分の10以下となったため、営業外費用の「その他」に含めて表

示しております。 

３  前連結会計年度において区分掲記していました「たな卸資産廃

棄損」（当連結会計年度７百万円）は、営業外費用の総額の100

分の10以下となったため、営業外費用の「その他」に含めて表

示しております。 

４  「前期損益修正益」は特別利益の総額の100分の10を超えたた

め、区分掲記することとしました。 

なお、前連結会計年度は特別利益の「その他」に49百万円含ま

れております。 

５  前連結会計年度において区分掲記していました「投資有価証券

評価損」（当連結会計年度52百万円）は、特別損失の総額の100

分の10以下となったため、特別損失の「その他」に含めて表示

しております。 

６  前連結会計年度において区分掲記していました「法人税等還付

税額」（当連結会計年度８百万円）は、重要性が乏しくなった

ため、「法人税、住民税及び事業税」に含めて表示しておりま

す。 

（連結損益計算書） 

１  前連結会計年度において区分掲記していました「広告宣伝費」

（当連結会計年度3,930百万円）は、販売費及び一般管理費の

合計額の100分の10以下となったため、販売費及び一般管理費

の「その他」に含めて表示しております。 

２  「リース解約損」は営業外費用の総額の100分の10を超えたた

め、区分掲記することとしました。 

なお、前連結会計年度は営業外費用の「その他」に21百万円含

まれております。 

３  「事業所退去精算金」は営業外費用の総額の100分の10を超え

たため、区分掲記することとしました。 

なお、前連結会計年度は営業外費用の「その他」に６百万円含

まれております。 

４  前連結会計年度において区分掲記していました「前期損益修正

損」（当連結会計年度72百万円）は、特別損失の総額の100分の

10以下となったため、特別損失の「その他」に含めて表示して

おります。 
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前連結会計年度 
自  平成20年５月１日 
至  平成21年４月30日 

当連結会計年度 
自  平成21年５月１日 
至  平成22年４月30日 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

１  前連結会計年度において区分掲記していました「投資有価証券

評価損益（△は益）」（当連結会計年度52百万円）は、重要性が

乏しくなったため、営業活動によるキャッシュ・フローの「そ

の他」に含めて表示しております。 

２  「未払消費税等の増減額（△は減少）」は、重要性が増したた

め、区分掲記することとしました。 

なお、前連結会計年度は営業活動によるキャッシュ・フローの

「その他」に△462百万円含まれております。 

３  前連結会計年度において区分掲記していました「法人税等の還

付額」（当連結会計年度８百万円）は、重要性が乏しくなった

ため、営業活動によるキャッシュ・フローの「法人税等の支払

額」に含めて表示しております。 

４  「定期預金の預入による支出」は、重要性が増したため、区分

掲記することとしました。 

なお、前連結会計年度は投資活動によるキャッシュ・フローの

「その他」に△57百万円含まれております。 

５  前連結会計年度において区分掲記していました「投資有価証券

の取得による支出」（当連結会計年度△１百万円）は重要性が

乏しくなったため、投資活動によるキャッシュ・フローの「そ

の他」に含めて表示しております。 

６  「差入保証金の差入による支出」及び「差入保証金の回収によ

る収入」は、当連結会計年度より区分掲記することとしました。 

なお、前連結会計年度は投資活動によるキャッシュ・フローの

「その他」に「差入保証金の差入による支出」が△126百万円、

「差入保証金の回収による収入」が211百万円含まれておりま

す。 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

１  「貸倒引当金の増減額（△は減少）」は、重要性が増したため、

区分掲記することとしました。 

なお、前連結会計年度は営業活動によるキャッシュ・フローの

「その他」に２百万円含まれております。 

２  前連結会計年度において区分掲記していました「定期預金の預

入による支出」（当連結会計年度△10百万円）は重要性が乏し

くなったため、投資活動によるキャッシュ・フローの「その他」

に含めて表示しております。 

 

 

東建コーポレーション㈱（1766） 平成22年４月期 決算短信

23



 

 

［ 注記事項 ］ 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成21年４月30日） 

当連結会計年度 
（平成22年４月30日） 

※１  その他のたな卸資産の内訳は、次のとおりであります。 

商品及び製品                              675百万円 

仕掛品                                    470 

材料貯蔵品                                920 

※１  その他のたな卸資産の内訳は、次のとおりであります。 

商品及び製品                              475百万円 

仕掛品                                    122 

材料貯蔵品                                711 

※２  非連結子会社に対するものは次のとおりであります。 

投資有価証券（株式）                       26百万円 

出資金                                     23 

※２  非連結子会社に対するものは次のとおりであります。 

出資金                                     23百万円 

※３  担保提供資産及び担保付債務 

定期預金93百万円を、施主が当社に対する工事代金支払のた

めに借入した75百万円の担保として、借入を実行した金融機

関に差入れております。 

※３  担保提供資産及び担保付債務 

定期預金93百万円を、施主が当社に対する工事代金支払のた

めに借入した72百万円の担保として、借入を実行した金融機

関に差入れております。 

４  保証債務 

施主の金融機関からの借入等に対し、次のとおり債務保証を

行っております。 

121名                                     233百万円 

４  保証債務 

施主の金融機関からの借入等に対し、次のとおり債務保証を

行っております。 

93名                                      202百万円 

※５  国庫補助金等により取得価額から控除した固定資産の圧縮

記帳累計額は次のとおりであります。 

建物及び構築物                             81百万円 

機械、運搬具及び工具器具備品               35 

土地                                       10 

※５  国庫補助金等により取得価額から控除した固定資産の圧縮

記帳累計額は次のとおりであります。 

建物及び構築物                             81百万円 

機械、運搬具及び工具器具備品               35 

土地                                       10 
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（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
自  平成20年５月１日 
至  平成21年４月30日 

当連結会計年度 
自  平成21年５月１日 
至  平成22年４月30日 

※１  期末たな卸高は収益性の低下に基づく簿価切下げ後の金額

であり、次のたな卸資産評価損が完成工事原価に含まれてお

ります。 

未成工事支出金                              0百万円 

その他のたな卸資産                        212 

※１  期末たな卸高は収益性の低下に基づく簿価切下げ後の金額

であり、次のたな卸資産評価損が完成工事原価に含まれてお

ります。 

その他のたな卸資産                        216百万円 

※２  前期損益修正益の主な内訳は、提出会社における流動負債の

「その他」（未払金）の修正額63百万円であります。 

※２  前期損益修正益の主な内訳は、提出会社における流動負債の

「その他」(未払金)の修正額176百万円であります。 

※３  前期損益修正損の主な内訳は、提出会社における過年度未払

賃金151百万円及び流動負債の「その他」（未払金）の修正額

120百万円並びに子会社における過年度たな卸資産修正額

119百万円及び過年度賞与引当不足額59百万円であります。 

※３                        － 

※４  固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。 

建物及び構築物                            106百万円 

機械、運搬具及び工具器具備品               37 

その他（ソフトウエア仮勘定）               32 

その他（長期前払費用）                     19       

計                                        196 

※４  固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。 

建物及び構築物                            253百万円 

機械、運搬具及び工具器具備品               43 

その他（ソフトウエア仮勘定）               41 

その他（長期前払費用）                     19 

その他（差入保証金）                        6       

計                                        364 

※５  減損損失 

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グルー

プについて減損損失を計上しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記グループについては、営業活動から生ずる損益が継続し

てマイナスであり、将来キャッシュ・フローによって、帳簿

価額相当額又は帳簿価額の全額を回収できる可能性が低い

と判断して、減損損失を認識いたしました。 

（グルーピングの方法） 

自社利用の事業用資産につきましては原則として事業ブロ

ック別に区分し、賃貸用不動産、ゴルフ場施設、工場、将来

の使用が見込まれていない遊休資産については個々の物件

単位でグルーピングをしております。また本社等について

は、独立したキャッシュ・フローを生み出さないことから全

社資産としております。 

なお、賃貸用不動産の回収可能額は使用価値により測定して

おり、将来キャッシュ・フローは4.35％で割り引いて算定し

ております。 

また、ナスラック㈱本社及び営業所ほかの資産の回収可能額

は正味売却価額により測定しており、それぞれのグルーピン

グの中の売却可能価額まで減損しております。 

※５  減損損失 

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グルー

プについて減損損失を計上しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記グループについては、営業活動から生ずる損益が継続し

てマイナスであり、将来キャッシュ・フローによって、帳簿

価額相当額又は帳簿価額の全額を回収できる可能性が低い

と判断して、減損損失を認識いたしました。 

（グルーピングの方法） 

自社利用の事業用資産につきましては原則として事業ブロ

ック別に区分し、賃貸用不動産、ゴルフ場施設、工場、将来

の使用が見込まれていない遊休資産については個々の物件

単位でグルーピングをしております。また本社等について

は、独立したキャッシュ・フローを生み出さないことから全

社資産としております。 

なお、営業所資産の回収可能価額は正味売却価額により測定

しており、土地については路線価により評価し、土地以外に

ついては備忘価格まで減額しております。 

また、賃貸用不動産の回収可能額は使用価値により測定して

おり、将来キャッシュ・フローは4.5％で割り引いて算定し

ております。 

 

用  途 場  所 種  類 
金  額 

（百万円）

中京事業 

ブロック 
土地 519

営業所

資産 
経営管理 

本部直轄 

北海・北東

北エリア 

建物及び構築物 

機械、運搬具及び 

工具器具備品 

48

5

賃貸用

不動産

（アパ

ート・マ

ンショ

ン２棟）

大阪市西区

ほか 
リース資産 86

計 658

 

用  途 場  所 種  類 
金  額 

（百万円）

賃貸用

不動産

（アパ

ート・マ

ンショ

ン５棟） 

埼玉県川口市 

ほか 
リース資産 106

ナスラ

ック㈱

営業所

24拠点

ほか 

名古屋市 

昭和区 

ほか 

建物及び構築物 

機械、運搬具及び 

工具器具備品 

その他（建設仮勘定） 

168 

 

29 

0 

計 305 
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（連結株主資本等変動計算書関係） 

前連結会計年度（自  平成20年５月１日    至  平成21年４月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項                                                                          （単位：株） 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式 13,472,000 － － 13,472,000

 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項                                                                          （単位：株） 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式 1,484 10 － 1,494

（注） 普通株式の自己株式の株式数の増加10株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

 

３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決  議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 

平成20年７月29日 

定時株主総会 
普通株式 942百万円 70円 平成20年４月30日 平成20年７月30日 

平成20年12月11日 

取締役会 
普通株式 538百万円 40円 平成20年10月31日 平成21年１月30日 

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決  議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 
１株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

平成21年７月29日 

定時株主総会 
普通株式 1,010百万円 利益剰余金 75円 平成21年４月30日 平成21年７月30日 

 

 

当連結会計年度（自  平成21年５月１日    至  平成22年４月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項                                                                          （単位：株） 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式 13,472,000 － － 13,472,000

 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項                                                                          （単位：株） 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式 1,494 － － 1,494

 

３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決  議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 

平成21年７月29日 

定時株主総会 
普通株式 1,010百万円 75円 平成21年４月30日 平成21年７月30日 

平成21年12月８日 

取締役会 
普通株式 538百万円 40円 平成21年10月31日 平成22年１月29日 

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決  議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 
１株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

平成22年７月28日 

定時株主総会 
普通株式 1,010百万円 利益剰余金 75円 平成22年４月30日 平成22年７月29日 

 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
自  平成20年５月１日 
至  平成21年４月30日 

当連結会計年度 
自  平成21年５月１日 
至  平成22年４月30日 

※  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定                       34,646百万円 

預入期間が３ヵ月を超える定期預金      △5,587       

現金及び現金同等物                     29,059 

※  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定                       28,063百万円 

預入期間が３ヵ月を超える定期預金      △2,609       

現金及び現金同等物                     25,453 
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（セグメント情報） 

１  事業の種類別セグメント情報 

前連結会計年度（自  平成20年５月１日    至  平成21年４月30日）                                        （単位：百万円未満切捨） 

 建設事業 
不動産賃貸

事業 
リゾート事業 その他の事業 計 消去又は全社 連結 

Ⅰ  売上高及び営業損益        

    売上高        

  (1) 外部顧客に 

      対する売上高 
154,822 79,194 2,529 1,128 237,674 － 237,674 

  (2) セグメント間の内部 

      売上高又は振替高 
5 1,383 128 4,179 5,697 (5,697) － 

計 154,827 80,578 2,657 5,308 243,371 (5,697) 237,674 

    営業費用 141,068 78,921 2,159 5,271 227,421 630 228,052 

    営業利益 13,759 1,656 497 36 15,950 (6,328) 9,621 

Ⅱ  資産、減価償却費、 

    減損損失及び資本的支出 
       

    資産 42,490 17,556 5,632 1,077 66,756 32,567 99,324 

    減価償却費 1,430 697 165 6 2,300 185 2,486 

    減損損失 198 106 － － 305 － 305 

    資本的支出 1,302 712 145 5 2,166 199 2,365 

 

当連結会計年度（自  平成21年５月１日    至  平成22年４月30日）                                        （単位：百万円未満切捨） 

 建設事業 
不動産賃貸

事業 
リゾート事業 その他の事業 計 消去又は全社 連結 

Ⅰ  売上高及び営業損益        

    売上高        

  (1) 外部顧客に 

      対する売上高 
131,530 87,323 1,800 997 221,650 － 221,650 

  (2) セグメント間の内部 

      売上高又は振替高 
37 1,340 124 3,151 4,653 (4,653) － 

計 131,567 88,663 1,924 4,148 226,304 (4,653) 221,650 

    営業費用 119,449 87,803 1,940 4,164 213,358 1,956 215,315 

    営業利益 

又は営業損失(△) 
12,117 860 △16 △15 12,945 (6,610) 6,335 

Ⅱ  資産、減価償却費、 

    減損損失及び資本的支出 
       

    資産 41,496 17,130 5,623 918 65,169 26,241 91,410 

    減価償却費 1,433 601 153 5 2,194 155 2,350 

    減損損失 455 203 － － 658 － 658 

    資本的支出 922 254 94 5 1,277 45 1,323 

 (注)１  事業区分の方法 
日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております。 

２  各事業区分に属する主要な内容 
建設事業：土木・建築その他建設工事全般に関する事業及びそれに付随する事業 
不動産賃貸事業：不動産の賃貸、仲介及び管理に関する事業 
リゾート事業：ゴルフ場及びホテル施設の運営に関する事業 
その他の事業：総合広告代理店業及び旅行代理店業 

３  営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は前連結会計年度6,329百万円、当連結会計年度6,638百万円であり、その主
なものは、提出会社本社の総務管理部等管理部門に係る費用であります。 

４  資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は前連結会計年度35,308百万円、当連結会計年度26,847百万円であり、その主なものは、
提出会社での余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 

５  資本的支出には長期前払費用が含まれております。 
６  「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項（４）重要な収益及び費用の計上基準 完成工事高及び完成工

事原価の計上基準(会計方針の変更)」に記載のとおり、当連結会計年度より、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27
日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を適用しております。 

  これにより当連結会計年度における「建設事業」の売上高は8,155百万円、営業利益は2,777百万円それぞれ増加しております。 

 

２  所在地別セグメント情報 

前連結会計年度及び当連結会計年度については、在外連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

 

３  海外売上高 

前連結会計年度及び当連結会計年度については、海外売上高はないため、該当事項はありません。 
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（１株当たり情報） 

前連結会計年度 
自  平成20年５月１日 
至  平成21年４月30日 

当連結会計年度 
自  平成21年５月１日 
至  平成22年４月30日 

１株当たり純資産額                             2,549円05銭

１株当たり当期純利益                             364円84銭

１株当たり純資産額                             2,725円38銭

１株当たり当期純利益                             286円49銭

(注) １  潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２  算定上の基礎 

        （1）１株当たり純資産額                                                                      （単位：百万円未満切捨） 

 
前連結会計年度末 

（平成21年４月30日） 

当連結会計年度末 

（平成22年４月30日） 

純資産の部の合計額 34,343 36,718 

純資産の部の合計額から控除する金額 6 6 

（うち少数株主持分） (6) (6) 

普通株式に係る期末の純資産額 34,337 36,712 

１株当たり純資産額の算定に 

用いられた期末普通株式の数（株） 
13,470,506 13,470,506 

 

        （2）１株当たり当期純利益                                                                     （単位：百万円未満切捨） 

 

前連結会計年度 
自  平成20年５月１日 

至  平成21年４月30日 

当連結会計年度 
自  平成21年５月１日 

至  平成22年４月30日 

当期純利益 4,914 3,859 

普通株主に帰属しない金額 － － 

普通株式に係る当期純利益 4,914 3,859 

普通株式の期中平均株式数（株） 13,470,509 13,470,506 

 

 

（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
自  平成20年５月１日 
至  平成21年４月30日 

当連結会計年度 
自  平成21年５月１日 
至  平成22年４月30日 

該当事項はありません。 同左 

 

 

（開示の省略） 

リース取引関係、金融商品関係、有価証券関係、デリバティブ取引関係、退職給付関係、税効果会計関係、賃貸等不動産関係、関連当事

者との取引に関する注記事項につきましては、決算発表時における開示の必要性が大きくないと判断したため開示を省略しております。 
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年４月30日) 

当事業年度 
(平成22年４月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 27,141 20,443

完成工事未収入金 4,085 8,863

有価証券 1,534 26

未成工事支出金 3,281 602

材料貯蔵品 155 179

前払費用 137 156

繰延税金資産 1,972 1,442

その他 605 1,092

貸倒引当金 △53 △60

流動資産合計 38,859 32,746

固定資産   

有形固定資産   

建物 9,549 9,466

減価償却累計額 △2,894 △3,261

建物（純額） 6,654 6,204

構築物 2,015 2,000

減価償却累計額 △773 △871

構築物（純額） 1,242 1,129

機械及び装置 255 262

減価償却累計額 △115 △139

機械及び装置（純額） 139 122

車両運搬具 112 112

減価償却累計額 △104 △106

車両運搬具（純額） 8 5

工具、器具及び備品 3,240 3,245

減価償却累計額 △2,349 △2,597

工具、器具及び備品（純額） 891 648

土地 4,841 4,321

コース勘定 1,518 1,519

建設仮勘定 49 2

その他 443 808

減価償却累計額 △332 △406

その他（純額） 111 401

有形固定資産計 15,458 14,355

無形固定資産   

借地権 88 88

ソフトウエア 1,464 1,481

電話加入権 102 102

その他 463 166

無形固定資産計 2,119 1,839
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年４月30日) 

当事業年度 
(平成22年４月30日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 724 743

関係会社株式 988 3,052

その他の関係会社有価証券 6,126 6,106

出資金 0 0

関係会社出資金 4,647 4,667

長期貸付金 240 214

従業員に対する長期貸付金 8 6

関係会社長期貸付金 15,112 13,762

破産更生債権等 100 100

長期前払費用 168 139

繰延税金資産 1,112 1,487

差入保証金 1,174 1,411

その他 673 650

投資損失引当金 △50 △50

貸倒引当金 △697 △678

投資その他の資産計 30,330 31,612

固定資産合計 47,907 47,807

資産合計 86,767 80,554
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年４月30日) 

当事業年度 
(平成22年４月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形 5,253 3,561

工事未払金 14,486 14,603

未払金 3,550 3,273

未払費用 984 555

未払消費税等 896 －

未払法人税等 4,155 2,176

未成工事受入金 4,191 1,179

預り金 3,723 3,803

前受収益 60 59

賞与引当金 2,028 1,775

役員賞与引当金 100 48

完成工事補償引当金 147 120

その他 25 87

流動負債合計 39,603 31,242

固定負債   

役員退職慰労引当金 533 549

退職給付引当金 1,125 1,278

長期預り保証金 13,606 14,109

長期繰越利益 － 1,033

長期リース資産減損勘定 692 751

その他 429 184

固定負債合計 16,387 17,907

負債合計 55,991 49,149
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年４月30日) 

当事業年度 
(平成22年４月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,800 4,800

資本剰余金   

資本準備金 16 16

資本剰余金合計 16 16

利益剰余金   

利益準備金 310 465

その他利益剰余金   

別途積立金 20,500 23,500

繰越利益剰余金 5,231 2,643

利益剰余金合計 26,041 26,609

自己株式 △2 △2

株主資本合計 30,855 31,423

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △79 △18

評価・換算差額等合計 △79 △18

純資産合計 30,776 31,405

負債純資産合計 86,767 80,554
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（２）損益計算書 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年５月１日 
 至 平成21年４月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年５月１日 

 至 平成22年４月30日) 

売上高   

完成工事高 143,154 123,529

兼業事業売上高 14,445 13,963

売上高合計 157,599 137,493

売上原価   

完成工事原価 97,883 82,609

兼業事業売上原価 11,422 12,171

売上原価合計 109,306 94,781

売上総利益   

完成工事総利益 45,270 40,919

兼業事業総利益 3,022 1,792

売上総利益合計 48,292 42,712

販売費及び一般管理費   

広告宣伝費 4,624 3,778

給料及び賞与 20,982 20,776

賞与引当金繰入額 1,403 1,231

役員賞与引当金繰入額 100 48

役員退職慰労引当金繰入額 17 21

福利厚生費 2,598 2,558

賃借料 2,405 2,425

貸倒引当金繰入額 337 19

減価償却費 1,204 1,246

その他 6,287 6,072

販売費及び一般管理費合計 39,961 38,178

営業利益 8,330 4,533

営業外収益   

受取利息 299 219

有価証券利息 14 8

受取配当金 8 29

仕入割引 58 －

保険代理店収入 99 －

システム利用料収入 81 －

投資事業組合運用益 － 89

その他 219 469

営業外収益合計 783 816

営業外費用   

リース解約損 － 27

クレーム損害金 323 54

事業所退去精算金 － 23

その他 43 41

営業外費用合計 367 146

経常利益 8,747 5,203
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年５月１日 
 至 平成21年４月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年５月１日 

 至 平成22年４月30日) 

特別利益   

前期損益修正益 63 176

賞与引当金戻入額 65 154

空室等保証引当金戻入額 48 －

その他 － 21

特別利益合計 178 353

特別損失   

前期損益修正損 271 65

固定資産除却損 123 352

減損損失 106 658

その他 101 5

特別損失合計 602 1,082

税引前当期純利益 8,322 4,474

法人税、住民税及び事業税 4,487 2,242

法人税等調整額 △640 114

法人税等合計 3,846 2,357

当期純利益 4,476 2,116
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（３）株主資本等変動計算書 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年５月１日 
 至 平成21年４月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年５月１日 

 至 平成22年４月30日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 3,900 4,800

当期変動額   

準備金から資本金への振替 900 －

当期変動額合計 900 －

当期末残高 4,800 4,800

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 916 16

当期変動額   

準備金から資本金への振替 △900 －

当期変動額合計 △900 －

当期末残高 16 16

資本剰余金合計   

前期末残高 916 16

当期変動額   

準備金から資本金への振替 △900 －

当期変動額合計 △900 －

当期末残高 16 16

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 162 310

当期変動額   

剰余金の配当 148 154

当期変動額合計 148 154

当期末残高 310 465

その他利益剰余金   

特別償却準備金   

前期末残高 0 －

当期変動額   

特別償却準備金の取崩 △0 －

当期変動額合計 △0 －

当期末残高 － －

別途積立金   

前期末残高 17,500 20,500

当期変動額   

別途積立金の積立 3,000 3,000

当期変動額合計 3,000 3,000

当期末残高 20,500 23,500
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年５月１日 
 至 平成21年４月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年５月１日 
 至 平成22年４月30日) 

繰越利益剰余金   

前期末残高 5,384 5,231

当期変動額   

特別償却準備金の取崩 0 －

別途積立金の積立 △3,000 △3,000

剰余金の配当 △1,629 △1,704

当期純利益 4,476 2,116

当期変動額合計 △153 △2,587

当期末残高 5,231 2,643

利益剰余金合計   

前期末残高 23,047 26,041

当期変動額   

特別償却準備金の取崩 － －

別途積立金の積立 － －

剰余金の配当 △1,481 △1,549

当期純利益 4,476 2,116

当期変動額合計 2,994 567

当期末残高 26,041 26,609

自己株式   

前期末残高 △2 △2

当期変動額   

自己株式の取得 △0 －

当期変動額合計 △0 －

当期末残高 △2 △2

株主資本合計   

前期末残高 27,861 30,855

当期変動額   

剰余金の配当 △1,481 △1,549

当期純利益 4,476 2,116

準備金から資本金への振替 － －

自己株式の取得 △0 －

当期変動額合計 2,994 567

当期末残高 30,855 31,423
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年５月１日 
 至 平成21年４月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年５月１日 
 至 平成22年４月30日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 101 △79

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △180 60

当期変動額合計 △180 60

当期末残高 △79 △18

評価・換算差額等合計   

前期末残高 101 △79

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △180 60

当期変動額合計 △180 60

当期末残高 △79 △18

純資産合計   

前期末残高 27,963 30,776

当期変動額   

剰余金の配当 △1,481 △1,549

当期純利益 4,476 2,116

自己株式の取得 △0 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △180 60

当期変動額合計 2,813 628

当期末残高 30,776 31,405
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［ 継続企業の前提に関する注記 ］ 

 

      該当事項はありません。 

 

 

 

６．その他 

（１）役員の異動 

新任取締役候補者    取締役  行村 英毅（現  北九州事業ブロック長兼西中国事業ブロック長） 

就任予定日          平成22年７月28日 
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（２）受注及び売上の状況 

    ①  受注実績（連結）                                                                              （単位：百万円未満切捨） 

区  分 
前連結会計年度 

自  平成20年５月１日 
至  平成21年４月30日 

当連結会計年度 
自  平成21年５月１日 
至  平成22年４月30日 

増  減 

（△は減少） 
増減率（％） 

建 設 事 業         168,556 107,920 △60,635 △36.0 

不動産賃貸事業         － － － － 

リ ゾ ー ト 事 業         － － － － 

そ の 他 の 事 業         － － － － 

合  計 168,556 107,920 △60,635 △36.0 

 

 

    ②  売上実績（連結）                                                                              （単位：百万円未満切捨） 

区  分 
前連結会計年度 

自  平成20年５月１日 
至  平成21年４月30日 

当連結会計年度 
自  平成21年５月１日 
至  平成22年４月30日 

増  減 

（△は減少） 
増減率（％） 

建 設 事 業         154,822 131,530 △23,292 △15.0 

不動産賃貸事業         79,194 87,323 8,129 10.3 

リ ゾ ー ト 事 業         2,529 1,800 △728 △28.8 

そ の 他 の 事 業         1,128 997 △131 △11.6 

合  計 237,674 221,650 △16,023 △6.7 
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    ③  期中受注高（単体）                                                                            （単位：百万円未満切捨） 

期  別 
項  目 

前事業年度 
自  平成20年５月１日
至  平成21年４月30日

当事業年度 
自  平成21年５月１日
至  平成22年４月30日

増  減 

（△は減少） 
増減率（％） 

受 注 高         155,360 103,068 △52,292 △33.7 

 

 

    ④  部門別売上高（単体）                                                                          （単位：百万円未満切捨） 

期  別 
項  目 

前事業年度 
自  平成20年５月１日
至  平成21年４月30日

当事業年度 
自  平成21年５月１日
至  平成22年４月30日

増  減 

（△は減少） 
増減率（％） 

賃貸マンション         22,152 20,363 △1,789 △8.1 

ア パ ー ト         113,034 96,444 △16,589 △14.7 

個 人 住 宅         340 630 290 85.1 

店舗マンション         6,638 5,253 △1,384 △20.9 

貸 店 舗         617 633 16 2.7 

そ の 他         371 204 △167 △45.1 

完
成
工
事
高 

小  計     143,154 123,529 △19,624 △13.7 

仲 介 料 収 入         2,438 2,015 △423 △17.4 

管理手数料収入         293 304 10 3.7 

退 去 補 修 工 事         2,291 2,660 369 16.1 

リフォーム工事         2,569 3,233 663 25.8 

業務受託料収入         3,127 1,916 △1,211 △38.7 

そ の 他         3,724 3,834 109 2.9 

兼
業
事
業
売
上
高 

小  計     14,445 13,963 △481 △3.3 

合   計     157,599 137,493 △20,106 △12.8 

 

 

    ⑤  受注残高（単体）                                                                              （単位：百万円未満切捨） 

期  別 
項  目 

前事業年度 
自  平成20年５月１日
至  平成21年４月30日

当事業年度 
自  平成21年５月１日
至  平成22年４月30日

増  減 

（△は減少） 
増減率（％） 

受 注 残 高         166,147 145,885 △20,262 △12.2 
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